
平 成 27 年 度

１２月補正予算（案）の概要

鹿 児 島 県



目 次

Ⅰ 平成２７年度１２月補正の趣旨 １

Ⅱ １２月補正予算（案）の主な内容 ２

Ⅲ １２月補正予算（案）の姿（一般会計） ３

(Ⅰ) 歳 入 ３

(Ⅱ) 歳 出 （ 目 的 別 ） ４

Ⅳ 主 な 補 正 の 概 要 ５



Ⅰ 平成２７年度１２月補正の趣旨

今回の補正予算（案）は，台風第１５号による被害に対する災害復旧事業及び災害関連

事業に要する経費のほか，奄美大島におけるミカンコミバエの緊急防除に要する経費等を

計上することとした。

また，県単公共事業の平準化等を図るため，債務負担行為（ゼロ県債）を計上すること

とした。

１ 歳入歳出予算

（単位：百万円，％)

２７ 年 度 ２６ 年 度
区 分 １２月現計 (Ａ)/(Ｂ)

補正前の額 補 正 額 補 正 後(Ａ) (Ｂ)

一 般 会 計 820,616 1,538 822,154 797,004 103.2

（参考）

○財政調整に活用可能な基金残高（平成２７年度末見込）…………２５０億円

平成２６年度末残高（２７９億円(決算)）比 △２９億円

○県債残高（平成２７年度末見込）……………………… １兆６，５２２億円

平成２６年度末残高（１兆６，６８７億円(決算)）比 △１６５億円

臨時財政対策債等※を除いた残高 １兆１，６１１億円

平成２６年度末残高（１兆２，０４２億円(決算)）比 △４３１億円

※平成19年度以降の減収補 債

２ 債務負担行為

（単位：百万円）

区 分 限 度 額

県単独債務負担行為(ゼロ県債) 1,472

奄 美 ド ク タ ー ヘ リ 導 入 事 業 281
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Ⅱ １２月補正予算（案）の主な内容

１ 災害復旧対策

台風第１５号による被害に対する災害復旧事業及び災害関連事業に要する経

費を計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

担 い 手 育 成 推 進 事 業 ５７

肥 薩 お れ ん じ 鉄 道 災 害 復 旧 事 業 ２３

港 湾 施 設 災 害 復 旧 事 業 ６７

そ の 他 の 公 共 施 設 災 害 復 旧 事 業 １０１

県 有 施 設 災 害 復 旧 事 業 等 ３００

合 計 ５４７

（注）端数処理のため，合計と各事業の計は一致しない。

２ その他の事業

奄美大島におけるミカンコミバエの緊急防除や，地域活性化・地域住民生活

等緊急支援交付金（地方創生先行型（上乗せ交付分））を活用した事業等に要

する経費を計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

奄 美 群 島 ミ カ ン コ ミ バ エ 緊 急 防 除 事 業 ４８８

若者 の九州 ・山口ふ るさと就 職促進 事業 ５

九 州 ベ ン チ ャ ー マ ー ケ ッ ト 開 催 事 業 １

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル 人 材 戦 略 拠 点 事 業 １４

農 地 集 積 推 進 事 業 ４８３

合 計 ９９１

３ 債務負担行為

県単公共事業の平準化等を図るため，債務負担行為(ゼロ県債)を計上するこ

ととした。
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Ⅲ　１２月補正予算（案）の姿（一般会計）

 (Ⅰ)　歳　　入

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 県 税 141,354 0 141,354 17.2

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 55,088 0 55,088 6.7

３ 地 方 譲 与 税 30,675 0 30,675 3.7

４ 地 方 特 例 交 付 金 461 0 461 0.1

５ 地 方 交 付 税 266,290 106 266,396 32.4

６ 交通安全対策特別交付金 705 0 705 0.1

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 6,312 0 6,312 0.8

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,092 0 11,092 1.4

９ 国 庫 支 出 金 141,939 542 142,481 17.3

10 財 産 収 入 2,366 0 2,366 0.3

11 寄 附 金 1,010 0 1,010 0.1

12 繰 入 金 29,313 759 30,072 3.7

13 繰 越 金 2,000 0 2,000 0.2

14 諸 収 入 23,252 0 23,252 2.8

15 県 債 108,759 131 108,890 13.2

820,616 1,538 822,154 100.0

（注）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。

補正前の額 補　正　額

合　      計

款　　　　別
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 (Ⅱ)　歳　　出（目的別）

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 議 会 費 1,374 0 1,374 0.2

２ 総 務 費 42,528 23 42,551 5.2

３ 民 生 費 102,100 0 102,100 12.4

４ 衛 生 費 57,606 0 57,606 7.0

５ 労 働 費 2,864 5 2,869 0.4

６ 農 林 水 産 業 費 71,085 1,028 72,113 8.8

７ 商 工 費 9,139 15 9,154 1.1

８ 土 木 費 94,858 0 94,858 11.5

９ 警 察 費 37,283 0 37,283 4.5

10 教 育 費 182,640 0 182,640 22.2

11 災 害 復 旧 費 11,946 467 12,413 1.5

12 公 債 費 148,691 0 148,691 18.1

13 諸 支 出 金 58,302 0 58,302 7.1

14 予 備 費 200 0 200 0.0

820,616 1,538 822,154 100.0

款　　　　別 補正前の額 補　正　額

合　      計
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Ⅳ 主な補正の概要
（注） …新規事業

事 業 内 容 予 算 額

千円

１ 災害復旧対策

○ 肥薩おれんじ鉄道災害復旧事業（交通政策課） 22,853

台風第15号により甚大な被害を受けた肥薩おれんじ鉄道の線路施

設等に係る復旧に要する経費の一部を助成する。

○ 担い手育成推進事業（経営技術課） 56,500

台風第15号により甚大な被害を受けたビニールハウス，畜舎等の 補正後累計

農業用施設について，被災農業者が営農継続のために行う復旧に要 188,992

する経費の一部を助成する。

○ 港湾施設災害復旧事業（港湾空港課） 66,600

台風第15号により被害を受けた港湾施設の復旧を行う。

○ マリンポートかごしま内ヘリポート災害復旧事業（消防保安課） 1,238

台風第15号により被害を受けたマリンポートかごしま内ヘリポー

トの復旧を行う。

○ 種苗生産施設災害復旧事業（水産振興課） 34,300

台風第15号により被害を受けた種苗生産施設の復旧を行う。

○ フラワーセンター災害復旧事業（農産園芸課） 1,497

台風第15号により被害を受けたフラワーセンター施設の復旧を行

う。

○ 農業開発総合センター災害復旧事業（経営技術課） 11,216

台風第15号により被害を受けた農業開発総合センター施設の復旧

を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 農業大学校災害復旧事業（経営技術課） 15,973

台風第15号により被害を受けた農業大学校施設の復旧を行う。

○ 畜産試験場災害復旧事業（畜産課） 2,371

台風第15号により被害を受けた畜産試験場施設の復旧を行う。

○ 家畜保健衛生所災害復旧事業（畜産課） 3,897

台風第15号により被害を受けた家畜保健衛生所施設の復旧を行う。

○ 消防学校災害復旧事業（消防保安課） 15,733

台風第15号により被害を受けた消防学校施設の復旧を行う。

○ 青少年研修センター施設災害復旧事業（社会教育課） 1,864

台風第15号により被害を受けた青少年研修センター施設の復旧を

行う。

○ 南薩少年自然の家施設災害復旧事業（社会教育課） 2,451

台風第15号により被害を受けた南薩少年自然の家施設の復旧を行

う。

○ 警察施設災害復旧費（警察本部 会計課） 8,474

台風第15号により被害を受けた警察施設（警察署等）の復旧を行

う。

２ その他の事業

○ 奄美群島ミカンコミバエ緊急防除事業（食の安全推進課） 487,938

奄美大島におけるミカンコミバエの緊急防除等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 若者の九州・山口ふるさと就職促進事業（雇用労政課） 4,925

若い世代の地元企業への就職及び首都圏からの若者人材の還流を

促進するため，首都圏の学生等を対象にした地元企業との就職マッ

チングイベントを九州・山口共同で開催する。

○ 九州ベンチャーマーケット開催事業（産業立地課） 1,251

地元ベンチャー企業の資金調達・販路拡大を支援するため，ベン

チャー企業と投資家等とのビジネスマッチングイベントを九州・山

口共同で開催する。

○ プロフェッショナル人材戦略拠点事業（経営金融課） 13,960

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し，県内企業への即

戦力人材の還流と，これらの人材を活用した企業の経営革新を促進

する。

○ 農地集積推進事業（農村振興課） 482,990

担い手への農地集積・集約化を加速化するため，農地中間管理機 補正後累計

構へ農地を貸し付ける地域や農地の出し手に対し協力金を交付する。 1,059,973

３ 債務負担行為

○ 奄美ドクターヘリ導入事業（地域医療整備課） 280,800

平成28年度中の運航開始を見据え，格納庫整備等の実施設計完了

後，速やかに工事に着手できるよう債務負担行為を計上する。
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